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株式会社 北九州銀行 

 

株式会社清原硝子店の「ＳＤＧｓ経営立ち上げ支援サービス」利用による 

『ＳＤＧｓ宣言』策定について 

 

北九州銀行（頭取 嘉藤 晃玉）は、持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「ＳＤＧｓ経営

立ち上げ支援サービス」を開始しており、お客さまのＳＤＧｓに関する取り組み状況の診断と今後の課

題抽出を行うことで、『ＳＤＧｓ宣言』の策定に向けた支援を行っております。この度、当サービスを通

じて、『ＳＤＧｓ宣言』を策定されたお客さまについて、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の皆さまと共に歩み、共に成長するため、様々な事業活動を通じて、多様な課題の解決に

取り組み、地域の価値向上を実践していくことにより、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

記 

１．企業概要 

企業名 株式会社清原硝子店 

所在地 福岡県北九州市小倉北区清水１丁目２－７ 

代表者 清原 寿雄 

業種 ガラス設置工事業 

ＵＲＬ https://kiyoharaglass.com.inc 
※株式会社清原硝子店の『ＳＤＧｓ宣言』については、別紙をご参照ください。 

 

２．山口フィナンシャルグループのマテリアリティ 

 山口フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現に貢献していくために、「グループサステナビ

リティ方針」を策定し、この方針に基づき、重点的に取り組むべきＥＳＧ課題である「マテリアリティ」

を特定しております。本件は、１２のマテリアリティの中で「②地域におけるイノベーション創出、地域

産業の成長サポート」の実現に資する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

【本件に関するお問合せ先】 

ワイエムコンサルティング株式会社  担当：松浦 TEL：０８２－５６７－５２８０ 

株式会社北九州銀行 事業性評価部  担当：髙木 TEL：０８２－２５８－９９１０ 

https://kiyoharaglass.com.inc


株式会社 清原硝子店 SDGs宣言
当社は、「我社は業務を通し社会に貢献すると共に社員の幸を願う」という経営理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

2023年3月20日

株式会社 清原硝子店

代表取締役 清原 寿雄

重点項目（ターゲット2030）

地域の役に立つ会社 地球環境への配慮
ガラスにかける情熱と生まれ育った地域への思いを

大切にし、地域の発展に貢献します。災害時にも対応

できる専門業者として体制を整備し、皆様の役に立つ

会社であり続けます。

環境問題を自社の経営課題として認識し、環境負荷

の低減に取り組みます。省エネ・高機能ガラスの販売・

設置等を通じて、持続可能な社会の実現に貢献して

まいります。

【主な取り組み】
大規模ガラス工事から一軒家のガラス修繕まで幅広

い業務に対応、災害時における社会貢献活動計画の

策定、ボランティア休暇の導入、地域行事への参加

【主な取り組み】
省エネ・高機能ガラスの販売・設置、社内照明のLED

化と省エネ診断の受診、廃材と再生可能品の分別、

再生可能製品の使用

働きやすい職場環境づくり 強固な経営基盤の構築
社員と積極的にコミュニケーションをとり、誰もが働き

やすい職場環境づくりに取り組みます。また、社員教育

を丁寧に行い、ガラスのプロフェッショナル育成に注力

してまいります。

社員のコンプライアンス意識を醸成し、法令遵守の

徹底を図ります。これからもガバナンスの強化に取り組

み、健全で透明性の高い経営を目指してまいります。

【主な取り組み】
ハラスメント教育の実施、ハラスメント相談窓口の設置、

柔軟な働き方の推進、労働安全衛生会議の実施、資格

取得支援、技能講習やスキルアップ講習の受講

【主な取り組み】
事業継続計画（BCP）の策定、法令遵守の徹底、内部

通報制度の整備、株主総会・取締役会の適正な運営、

公正な取引の遵守、顧客情報管理の徹底

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際目標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の目標と169のターゲットが示されています。

• 目標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


